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１.  19年9月中間期の連結業績  （平成19年4月1日～平成19年9月30日） (百万円未満切捨て)

（1） 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)
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（2） 連結財政状態
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（3） 連結キャッシュ・フローの状況
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２. 配当の状況
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３.  20年3月期の連結業績予想（平成19年4月1日～平成20年3月31日） (％表示は、対前期増減率)
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４.  その他

期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) 無

中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 (中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項の変更に記載されるもの)

①会計基準等の改正に伴う変更 有

②①以外の変更 無

(注) 詳細は、15ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。

発行済株式数 (普通株式)

①期末発行済株式数 (自己株式を含む) 19年9月中間期 株 18年9月中間期 株 19年3月期 株

②期末自己株式数 19年9月中間期 株 18年9月中間期 株 19年3月期 株

(注) 1株当たり中間(当期)純利益(連結)の算定の基礎となる株式数については、21ページ「1株当たり情報」をご覧ください。

(参考)　個別業績の概要

１. 19年9月中間期の個別業績  （平成19年4月1日～平成19年9月30日）
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１．経営成績

（１） 経営成績に関する分析

（日　　本）

（北　　米）

（ヨーロッパ）

（アジア）

ヨ ー ロ ッ パ市場は 、 ユー ロ高に も かかわ らず 、 輸 出の 増勢 で企業業績 も 好調 で 、 設備 投資 が堅調に

推移 い た し ま し た 。 ス キ ャナ 一体 型プ リ ン タ KIP3000 の 機 能性 、 利 便性 がユ ーザ ーに浸透 し て 、 新 た な

ま し た 。

間の中間純利益は 8億 22 百 万円で前中間連結会計期間に比 して 11.8 ％ の減益と な り ま し た 。

比して、20.2％と大幅な減益となりました。

米国市場は、急速に進展する情報技術に対応するために 、プ リ ン タ本体よ り も コン ト ローラ等周辺機器

の 低 い スキ ャナ 一体 型の 普及型プ リ ン タ の 販売 が主 力 と な り 、 8 億 5 百万 円で 前中間連結会計期間に

を充実 させ て 、 市場 の要 求に応え てま い り ま し た 。 ま た KIP3000 の 販売 は顧 客ニ ーズ を確 実に捉え て 、

相 変 わ ら ず 好 調 に 推 移 し て お り ま す 。 こ の 結 果 、 当 中 間 連結 会計 期間 の 売 上高 は 68 億 24 百 万 円 で

発力を発揮して、製品の開発に努めてまい り ま した 。普及型デジ タルプ リ ン タ KIP3000 は 、 ア メ リ カ市場で

タ ッチパネル方式の簡単な操作性が好評で、 市場シェ アの拡大に大いに貢献いた しま した 。 ま た 、 韓国

に 2007 年 4 月 、 KIP Business Solution Korea Ltd. を 設 立 し て 、 新 た な 直 販 体 制 を 作 り 、 販 売 お よ び

当社の主要生産拠点の一つであ ります台湾三桂（股 ） は、 KIP3000 を 中心とした普及型デジタルプリ ンタ

15 億 20 百 万 円 で 前 中 間 連 結 会 計 期 間 に 比 し て 17.6 ％ の 増 益 と な り ま し た 。 営 業 利 益 は 売 上 高 の

増 加 と ユ ー ロ 高 が 影 響 し て 、 64 百 万 円 で 前 中間 連結 会計 期間 に比 し て 40.1 ％ の 増 益 と な り ま し た 。

前 中 間 連 結 会 計 期 間 に 比 し て 4.2 ％ の 増 収 と な り ま し た 。 営 業 利 益 は 輸 送 コ ス ト の 大 幅 な 削 減 な ど

経 費 の 見 直 し を 徹 底 し た 結 果 、 8 億 92 百 万 円 で 前 中 間 連 結 会 計 期 間 に 比 し て 35.5 ％ の 増 益 と な り

日 本 市 場 は 、 普 及 型 デ ジ タ ル プ リ ン タ KIP1520(A1) を 新 た に 開 発 し 、 市 場 の 拡 大 に 努 め ま し た が 、

発売時期が 9 月だ っ た た めに 、 売上高への貢献度は少な く 、 この結果 、当中間連結会計期間の売上高

市 場 へ の 販 売 活 動 が 実 績 と し て 表 れ て ま い り ま し た 。 こ の 結 果 、 当 中 間 連 結 会 計 期 間 の 売 上 高 は

ま し た 。

を 生産 し てお り ます 。普及型プ リ ン タ の販売は好評で 、 安定 した 生産体制を取 るこ とが でき ま し た 。 この

結 果 、 当 中 間 連 結 会 計 期 間 の 売 上 高 は 29 億 69 百 万 円 で 前 中 間 連 結 会 計 期 間 に 比 し て 、 11.9 ％ の

増 収 と な り ま し た 。 営 業 利 益 も 7 百 万 円 （ 前 中 間 連 結 会計 期間 は △19 百 万 円 ） を 計 上 す る こ と が で き

当社グループの関連す る事 務機器業界にお き ま し ては 、 大 判型 プ リ ン タ は ユ ーザ ーの コ ス ト 意 識の

向上や、グ ローバル化による販売競争が一段と激化してきま し た 。 企業は限 られた市場の中でユーザー

を確保す るた めに 、 普及型製品は低 コ ス ト の海外生産を強化す るこ とに よっ て 、 価格の優位性を保ち、

は 、 71 億 21 百 万 円 で 前 中間連結会計期間 に 比 し て 4.7 ％ の 減 収 と な り ま し た 。 営 業 利 益 は 付加 価値

サー ビ ス 体 制 の 強化 で 、 KIP ブ ラ ン ド の 浸透 に努 めて ま い り ま し た 。 し か し 、 国 内市 場の 低迷や 、 販売

当中間連結会計期間の所在地別セグメントの状況は次のとおりであります。

市場のシェアアップを目指してまいりました。

競 争 の 激 化 が 価 格 の 低 下 を 招 き 、 当 中 間 連 結 会 計 期 間 の 売 上 高 は 103 億 42 百 万 円 で 前 中 間 連 結

会計期間 に 比 し て 、 4.4 ％ の 減 収 と な り ま し た 。 利 益 は 売上高の減少 が影響 し て 、 当中 間連結会計期

こ の よ う な 状 況 の 中 で 、 当 社 グ ル ー プ は 高 度化 す る 市 場 の ニ ー ズ に 応 え る た め 、 独 創 性 と 技 術 開

当中間連結会計期間における世界経済は 、原油をはじ めとする原材料価格の高騰や、 米国での信用

力の低い個人向け住宅融資問題 で住宅投資の鈍化 など の不 安材料は あ り ま し た が 、 ユ ー ロ 圏経 済の

企業業績は、新興国の成長に伴 う輸出の増勢や、雇用拡大で勢いづいて好調を維持し 、アジア経済も、

ア ジア域内の内需が好調な う え 、 相互依存を高めて 、 ア ジア各国が自立 し始め 、 米国経済への依存を

弱めて 、 景気の底堅 さ を 背景に堅調に推移 しま した 。 ま た国内も原材料価格の高騰を販売価格に十分

転嫁で きず 、 企業収益は圧迫 し て き ま し た が 、 新興国の旺盛な需要で輸出企業は好調 さ を維持 し 、 緩

やかな成長となりました。
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通 期 の 連 結 業 績 予 想 は 売 上 高 202 億 円 、 営 業 利 益 26 億 円 、 経 常 利 益 30 億 円 、 当 期 純 利 益 17 億

円を見込んでおります。

当中間連結会計期間の海外売上高の状況は次のとおりであります。

会 計 期 間 に 比 し て 1.7 ％ の 減 収 と な り ま し た 。 そ の 他 の 地 域 で は 当 中間 連結 会計 期間 の売 上高 8 億

81百万円で前中間連結会計期間に比して23.3％の増収となりました。

こ の結果 、 当中間連結会計期間の海外売上高は 、 86 億 91 百 万円で前中間連結会計期間に比 し て 、

1.9％の減収となりました。

す る 事 が で き ま し た 。 今 年 も 安 定 し た 販 売 で 推 移 い た し ま し た が 、 当 中 間 連 結会 計期 間 の 売上 高 は

北米市場においては 、 昨年は新製品の投入効果 で 、 販売 チ ャ ン ネ ルが 増え て爆 発的 な売 上を 計上

は底堅く 、先行きも緩やかな景気拡大が続く と思われます 。 しかし 、原油価格の高騰の影響はコスト上昇

今後のわが国の経済の見通 しは 、 米国でのサブプ ラ イ ム ロー ン問題を発端 とする金融不安の解消に

時間がかか り 、 景気減速が予想 され る米国経済の影響を受け ま すが 、 新興 ・資源国向け を中心に輸出

行い、競争力のある製品をタイムリーに提供し、市場の拡大に努めてまいります。

要因であ り 、 ま た 、海外に収益を依存す る輸出企業は 、為替動向に大き く左右されるなどの不安要因を

こ の よ う な状況のなかで 、 当社グループ といた し ま し ては 、材料調達コ ス ト の上昇要因を抱えなが ら 、

製品の販売価格に転嫁で きない厳 し い状況化にあ り ま すが 、 開発期間短縮等で コス ト削減を効率的に

抱えております。

型デジ タルプ リ ン タ が市場に浸透 し て 、 当中間連結会計期間の売上高は 15 億 72 百 万円 で前 中間連結

62 億 38 百 万 円 で 前 中間連結会計期間 に 比 し て 4.7 ％ の 減 収 と な り ま し た 。 ヨ ー ロ ッ パ市 場で は 、 普及
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（２） 財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

② キャッシュ・フローの状況

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

（参考）　キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率（％）

時価ベースの自己資本比率（％）

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 年 年 年

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ（倍） 倍 倍 倍

（注） 自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾞﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：営業キャッシュ・フロー／利払い

株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式総数（自己株式控除後）により算出

しております。

営業キャッシュ・フローは、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象

としております。また、利払いについては、中間連結（連結）キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用して

おります。

資 産

当 中 間 連 結 会 計 期 間 に お け る 総 資 産 の 残 高 は 256 億 7 百 万 円 と な り 、 前 連 結 会 計 年 度 末

に 比 し て 12 億 79 百 万 円 増 加 い た し ま し た 。 総 資 産 の 内 訳 は 流 動 資 産 が 180 億 2 百 万 円

で 前 連 結 会 計 年 度 末 に 比 し て 12 億 8 百 万 円 増 加 、 固 定 資 産 は 76 億 5 百 万 円 で 前 連 結

会 計 年 度 末 に 比 し て 、 70 百 万 円 の 増 加 と な り ま し た 。 流 動 資 産 の 主 な 増 加 要 因 は 現 金 預 金

の 増 加 及 び た な 卸 資 産 の 増 加 等 で あ り ま す 。 固 定 資 産 の 増 加 要 因 は 賃 貸 用 不 動 産 の

負 債

増 加 等 に よ る も の で あ り ま す 。

当中間連結会計期間における負債の残高は、 61億 79百万円となり 、前連結会計年度末に比して

5 億 33 百万円増加いた し ま した 。 負債の主な増加要因は製品製造に伴 う材料の購入に よ る支払

手形及び買掛金の増加で、減少は未払法人税等であります。

純 資 産

当中間連結会計期間における純資産残高は 194 億 28百万円とな り 、前連結会計年度末に比して

7 億 45 百 万 円増加い た し ま し た 。 こ の 主 な 増加要因は当期純利益 8 億 22 百 万 円 で あ り ま す 。

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下 「資金 」 とい う ）は、税金等調整前中間

純 利 益 15 億 79 百 万 円 、 減 価 償 却 2 億 34 百 万 円 等 資 金 の 増 加 は あ り ま し た が 、 た な 卸 資 産 の

増 加 3 億 34 百 万 円 、 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 1 億 9 百 万 円 、 賃 貸 用 不 動 産 の 取 得 に

よ る 支 出 1 億 26 百 万 円 等 の 資 金 の 減 少 が あ り 、 こ の 結 果 、 当 中 間 連 結 会 計 期 間 の 資 金 の

当中間連結会計期間における営業活動の結果 、得 られた資金は 12 億 47 百万円で前中間連結

期 末 残 高 は 75 億 70 百 万 円 で 前 連 結 会 計 年 度 末 に 比 し て 9 億 9 百 万 円 の 増 加 と な り ま し た 。

会 計 期 間 に 比 し て 3 億 37 百 万 円 の 減収 と な り ま し た 。 こ の 主 な 要 因 は 税金 等調整前中間純利

益 15 億 79 百 万 円 、 減 価 償 却 費 2 億 34 百 万 円 等 の 資 金 の 増 加 は あ り ま し た が 、 た な 卸 資 産 の

当中間連結会計期間における投資活動によ る結果は 、使用した資金は 2億 84 百万円で前中間

増加 3 億 34 百 万円 、 法人税等の支払額 9 億 51 百 万円等の資金の減少等に よ る も の で あ り ま す 。

連 結会計期間に比 し て 2 億 57 百 万 円増加い た し ま し た 。 こ の 主 な要因は有形固定資産の取得

に よ る 支 出 が 77 百 万 円 減 少 し た も の の 、 賃 貸 用 不 動 産 の 取 得 に よ る 支 出 が 1 億 26 百 万 円

当中間連結会計期間におけ る財務活動の結果 、使用 し た資金は 2 億 29 百 万円で前中間連結

増加したことによるものであります。

平成19年9月期平成18年9月期平成17年9月期

会 計期間 に比 し て 61 百 万 円 の増加 と な り ま し た 。 こ れ は 配 当金 の支 払 に よ る も の で あ り ま す 。

63.8% 57.8% 75.9%

82.2% 74.8% 75.9%

－ 425.4 300.3

－ 0.0 －

①

②
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（３） 利益配分に関する基本方針及び当期の配当

（４） 事業等のリスク

為替レートの変動について

価格競争について

原材料価格の動向について

減損会計について

当社の利益配分は 、 株主 の皆 さ ま へ の利益還元 を経営の重要課題 と 位置づ け てお り 、 今 後

と も 安 定 的 な 経 営 基 盤 の 確 保 で 配 当 性向 の 維 持 向上 に 努 め 、 業 績 に 応 じ た 適 正 な 利益 還元

内部留保金の使途につ き ま し て は 、 新製品開発投資及び設備投資等に充当す る予定で あ り

をしていくことを基本方針としております。

ます。これらの投資は、将来の収益に貢献していくものと考えております。

当期の剰余金の配当金につ き ま し て は 、 １ 株 当 た り の 期末配当金は前期 と 同額の １ ５ 円 を 見

込んでおります。

当社グループの経営成績、財政状態等に関する事項の うち 、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

当社グループの製品はア メ リ カ 及び ヨー ロ ッ パ を始め と し て 、 世界各国に輸出し てお り 、 現地

通 貨 建 て で 行 っ て お り ま す 。 そ の 輸 出 比 率 も 年 々 増 加 傾 向 に あ り 、 為 替 変 動 の 影 響 を 強 く

受 け て き て お り ま す 。 一 般 に 円 高 は 当 社 グ ル ー プ の 業 績 等 に 悪 影 響 を 及 ぼ し 、 円 安 は 当 社

こ の た め 、 状 況 等 に 応 じ て 為 替 予 約 等 に よ る リ ス ク ヘ ッ ジ を 行 っ て お り ま す が 、 当 該 リ ス ク を

完 全 に ヘ ッ ジ で き る 保 証 は な く 、 ま た 、 中 長 期 的 な 為 替 変 動 に よ り 計 画 さ れ た 販 売 活 動 が 実

グループの業績等に好影響を もた ら し ます 。

行 で き な い 場 合 、 為 替 レ ー ト は 、 当 社 グ ル ー プ の 業 績 に 悪 影 響 を 及 ぼ す 可 能性 が あ り ま す 。

当社グループが属する大判型デジ タルプ リ ン タ業界は 、技術的な進歩に よ る急速な変化に伴

い 、 競 争 が 激 化 す る こ と が 予 想 さ れ ま す 。 競 合 他社 製品 の 低 価格化 に よ る 競 争 の 激 化 で 、 当

当社グループは、平成１ ７年 ４月 １日以降に開始された連結会計年度より減損会計が適用され、

今後の事業展開や収益確保の状況によっては 、減損の計上によ り 、当社グループの業績に影響

を及ぼす可能性があ ります 。

当社グループの製品の主な材料は鋼材 、 アル ミ材 、 プ ラ スチ ッ ク材等であ り ます 。素材関係が

近年世界的な需要増によ り高騰してお り 、当社が仕入れる加工部品の仕入価格も高止ま りの状況

にあ り ます 。 こ のため 、部品材料上昇によ り製品原価は上昇してお り ますが 、競争の激化で販売

価格に転嫁が難しい状況にあ り 、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ ります 。

社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

事業の系統図は次のとおりであります。

①② ①②

製品・部品　①～③

製品･部品①② 製品･部品①②

製品･部品①②

製品･部品①②

製品･部品①②

製品･部品①②

製品･部品①②

製品･部品①②

部品①②

製品･部品①② 製品･部品①②

製品･部品①② 製品･部品①②

その他④

※④のその他は可撓電線管であります。

その他の関係会社
㈱三桂製作所 …………………

連結子会社
台湾三桂股有限公司 ………大判型デジタル機器､大判型複写機の製造販売
㈱ケイアイピー…………………大判型デジタル機器､大判型複写機の販売
ＫＩＰ　Ａｍｅｒｉｃａ,　Ｉｎｃ. …………大判型デジタル機器､大判型複写機の販売
ＫＩＰ　Ｅｕｒｏｐｅ  Ｓ.Ａ. …………大判型デジタル機器､大判型複写機の販売
ＫＩＰ　ＵＫ　Ｌｔｄ． ………………大判型デジタル機器､大判型複写機の販売

非連結子会社
桂新電機㈱ ……………………マイクロモーターの製造
ＫＩＰ ＢＵＳＩＮＥＳＳ ＳＯＬＵＴＩＯＮ ＫＯＲＥＡ ＬTD． …大判型デジタル機器､大判型複写機の販売

持分法適用関連会社
ＫＩＰ　（HONG KONG） ＬＴＤ．…大判型デジタル機器､大判型複写機の販売

持分法非適用関連会社
ＫＩＰ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ ＧｍｂＨ. …大判型デジタル機器､大判型複写機の販売

当社グループは､㈱三桂製作所（その他の関係会社）､当社、子会社7社及び関連会社2社で構成されております｡
㈱三桂製作所は可撓電線管の製造販売を主な事業内容としており、当社とは下丸子工場の賃貸借以外には重要な営業
取引はありません。また、当社、子会社及び関連会社は大判型デジタル機器、大判型複写機、マイクロモーターの製造販
売を主な事業内容とし、さらに各事業に関連する研究及びその他のサービス等の事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係る位置づけは次のとおりであります。
複 写 機
大判型デジタル機器
当社が製造販売する他、台湾三桂股有限公司が製造し、台湾省内での販売以外はすべて当社で仕入れて販売し
ております。また、部品の一部については当社が仕入れて台湾三桂股有限公司に支給しております。

大 判 型 複 写 機
当社が製造販売する他、台湾三桂股有限公司が製造し、台湾省内での販売以外はすべて当社で仕入れて販売し
ております。また、部品の一部については当社が仕入れて台湾三桂股有限公司に支給しております。

そ の 他

非連結子会社（海外）

ＫＩＰ ＢＵＳＩＮＥＳＳ ＳＯＬＵＴＩＯＮ
ＫＯＲＥＡ ＬTD．

マイクロモーター
電装用モーター、ＯＡ用モーターは子会社桂新電機㈱が製造し、すべて当社で仕入れて販売しております。
電装用モーター、ＯＡ用モーターの部品の一部については、当社で仕入れて桂新電機㈱に支給しております。

可 撓 電 線 管
その他の関係会社である㈱三桂製作所が製造販売しております。

製品・部品 連結子会社（国内）
桂川電機(株)

製品・部品

得
　
　
　
　
　
　
意
　
　
　
　
　
　
先

(株)ケイアイピー

①
大
判
型
デ
ジ
タ
ル
機
器

②
大
判
型
複
写
機

③
マ
イ
ク
ロ
モ
ー
タ
ー

部品③ 非連結子会社（国内）

桂新電機(株)
製品･部品③

連結子会社（海外）

KIP Americａ，Ｉｎｃ．

部品①②

連結子会社（海外）

ＫＩＰ Ｅｕｒｏｐｅ Ｓ.Ａ.
持分法非適用関連会社

部
品
①
②

ＫＩＰ Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ
ＧｍｂＨ.不

動
産
の
賃
貸

製
品
①
②

製品・部品①②

連結子会社（海外）

ＫＩＰ ＵＫ Ｌｔｄ．

連結子会社（海外）

台湾三桂股有限公司

持分法適用関連会社（海外）

ＫＩＰ （HONG KONG）ＬTD．

その他の関係会社（国内）

(株)三桂製作所

その他の関係会社、連結子会社、非連結子会社、持分法適用関連会社及び持分法非適用関連会社は次のとおりでありま
す。

可撓電線管の製造販売
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３．経営方針

（１）　会社の経営の基本方針

当該決算短信は、下記のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ） ｈｔｔｐ：//ｗｗｗ.ｋｉｐｈｑ.ｃｏ.ｊｐ

（ｼﾞｬｽﾀﾞｯｸ証券取引所ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ ｈｔｔｐ：//jｄｓ.ｊａｓｄａｑ.ｃｏ.ｊｐ/ｔｅｋｉｊｉ/

（「ＪＤＳ」検索ﾍﾟｰｼﾞ））

（２）　目標とする経営指標

同上

（３）　中長期的な会社の経営戦略

同上

（４）　会社の対処すべき課題

同上

（５）　その他、会社の経営上重要な事項

当該事項はありません。

平成19年3月期決算短信(平成19年5月18日開示)により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を

省略しております。
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４．中間連結財務諸表

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（資 産 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ   流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 7,174,027 7,570,844 6,661,369

受取手形及び売掛金 ※3 3,956,388 3,790,045 4,020,392

有 価 証 券 344,248 345,304 344,679

た な 卸 資 産 4,418,568 5,527,233 5,039,945

繰 延 税 金 資 産 397,514 471,866 496,560

そ の 他 238,308 322,151 255,549

貸 倒 引 当 金 △ 28,081 △ 24,782 △ 24,775

流 動 資 産 合 計 16,500,974 69.2 18,002,663 70.3 16,793,721 69.0

Ⅱ   固  定  資  産

     （１）有 形 固 定 資 産 ※1

建 物 及 び 構 築 物 563,425 585,955 561,095

機械装置及び運搬具 41,351 61,512 53,977

工 具 器 具 備 品 759,682 606,528 708,570

土 地 570,408 580,779 577,225

そ の 他 22,621 13,460 16,614

有形固定資産合計 1,957,489 8.2 1,848,237 7.2 1,917,484 7.9

     （２）無 形 固 定 資 産 17,983 0.1 15,630 0.1 14,959 0.1

     （３）投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 4,473,519 4,431,424 4,442,052

繰 延 税 金 資 産 51,052 110,480 73,046

賃 貸 用 不 動 産 ※1 217,488 594,581 210,009

賃貸用不動産仮勘定             ─             ─ 273,000

そ の 他 634,895 606,199 605,475

貸 倒 引 当 金 △ 1,400 △ 1,400 △ 1,400

投資その他の資産合計 5,375,556 22.5 5,741,286 22.4 5,602,183 23.0

固 定 資 産 合 計 7,351,029 30.8 7,605,154 29.7 7,534,627 31.0

23,852,004 100.0 25,607,817 100.0 24,328,348 100.0

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

資    産    合    計

（平成18年9月30日現在） （平成19年9月30日現在） （平成19年3月31日現在）

　科        目

（１）中間連結貸借対照表

  （単位 ： 千円）

　　　　　　　　　　　　　　　期        別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
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金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

（負 債 の 部） ％ ％ ％

Ⅰ   流  動  負  債

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 ※3 4,248,716 4,236,511 3,452,812

未 払 法 人 税 等 399,992 303,976 599,298

賞 与 引 当 金 185,497 211,130 208,273

役 員 賞 与 引 当 金 15,000 21,300 45,000
設 備 関 係 支 払 手 形
及 び 未 払 金

※3 189,132 77,996 47,701

そ の 他 683,713 813,310 803,238

流 動 負 債 合 計 5,722,051 24.0 5,664,224 22.1 5,156,324 21.2

Ⅱ   固  定  負  債

退 職 給 付 引 当 金 262,558 296,469 304,123

役員退職慰労引当金             ─ 188,734 155,540

そ の 他 22,904 29,874 29,544

固 定 負 債 合 計 285,463 1.2 515,079 2.0 489,208 2.0

負 債 合 計 6,007,514 25.2 6,179,303 24.1 5,645,532 23.2

 純　資　産  の 部

Ⅰ  株　主　資　本

資 本 金 4,651,750 19.5 4,651,750 18.2 4,651,750 19.1

資 本 剰 余 金 4,759,500 20.0 4,759,500 18.6 4,759,500 19.6

利 益 剰 余 金 8,405,686 35.2 9,690,758 37.8 9,097,916 37.4

自 己 株 式 △ 112,686 △ 0.5 △ 112,686 △ 0.4 △ 112,686 △ 0.5

株 主 資 本 合 計 17,704,250 74.2 18,989,321 74.2 18,396,479 75.6

Ⅱ  評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 121,686 111,918 122,425

為 替 換 算 調 整 勘 定 18,552 327,274 163,911

     評価・換算差額等合計 140,238 0.6 439,192 1.7 286,336 1.2

純 資 産 合 計 17,844,489 74.8 19,428,514 75.9 18,682,816 76.8

23,852,004 100.0 25,607,817 100.0 24,328,348 100.0

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

負  債  純  資  産  合  計

（平成19年9月30日現在） （平成19年3月31日現在）

　科        目

  （単位 ： 千円）

　　　　　　　　　　　　　　　期        別 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

（平成18年9月30日現在）
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Ⅰ 10,817,088 10,342,815 20,849,159

Ⅱ 7,601,757 7,003,983 14,580,449

売 上 総 利 益 3,215,330 3,338,831 6,268,710

Ⅲ 1,793,380 1,963,304 3,648,204

営 業 利 益 1,421,950 1,375,527 2,620,506

Ⅳ 206,979 228,208 428,214

受 取 利 息 81,859 96,283 179,563

受 取 配 当 金 1,348 2,779 2,116

持分法による投資利益 11,742 13,223 21,293

不 動 産 賃 貸 収 入 13,527 19,451 27,055

為 替 差 益 85,718 90,329 176,067

雑 収 入 12,781 6,140 22,118

Ⅴ 23,055 18,845 47,154

支 払 利 息 3,725 4,154 6,189

不 動 産 賃 貸 費 用 8,209 14,670 18,172

雑 損 失 11,120 20 22,791

経 常 利 益 1,605,873 1,584,889 3,001,566

Ⅵ 5,046 840 5,821

固 定 資 産 売 却 益※1 5,046 840 5,821

Ⅶ 10,697 6,032 213,500

固 定 資 産 売 却 損※2 10,518 41 10,547

固 定 資 産 除 却 損※3 179 5,991 5,867

投資有価証券評価損                    ─                    ─ 54,445

役 員 退 職 慰 労 金                    ─                    ─ 142,640

682,216 696,841 1,290,796

△ 15,021 60,150 △ 122,166

933,027 822,704 1,625,257

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 8.6 8.0 7.8

法 人 税 等 調 整 額 △ 0.1 0.6 △ 0.6

税金等調整前中間(当期)純利益 1,600,223 14.8 1,579,697

法人税､住民税及び事業税 6.3 6.7 6.2

特 別 損 失 0.1 0.1 1.0

15.3 2,793,887 13.4

特 別 利 益 0.0 0.0 0.0

14.9 15.4 14.4

営 業 外 費 用 0.1 0.1 0.3

13.1 13.3 12.6

営 業 外 収 益 1.9 2.2 2.1

29.7 32.3 30.1

販売費及び一般管理費 16.6 19.0 17.5

売 上 原 価 70.3 67.7 69.9

売 上 高 100.0 100.0 100.0

百分比

％ ％ ％

)
　科        目

至 平 成 18 年 9 月 30 日 至 平 成 19 年 9 月 30 日 至 平 成 19 年 3 月 31 日

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額

自 平 成 19 年 4 月 1 日
) (
自 平 成 18 年 4 月 1 日

(
自 平 成 18 年 4 月 1 日

) (

　　　　　　　　　　　　　　　期        別
前 連 結 会 計 年 度 の

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 要約連結損益計算書

   （２）中間連結損益計算書
  （単位 ： 千円）
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（３）中間連結株主資本等変動計算書
前中間連結会計期間　(自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日) （単位 ： 千円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当中間会計期間　(自　平成19年4月1日　　至　平成19年9月30日) （単位 ： 千円）

前連結会計年度　(自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日) （単位 ： 千円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

△ 112,686 16,969,788 141,505

自己株式 株主資本合計

純資産合計

為替換算
調整勘定

69,621

-                   

平成18年3月31日　残高 4,651,750 4,759,500

資本金

中間連結会計期間中の変動額

7,671,225 211,126

剰余金の配当 (注) -                   -                   

役員賞与 (注) -                   -                   

-                   

-                   

-                   -                   -                   △ 168,566

△ 30,000 -                   -                   

△ 168,566

-                   

-                   933,027 -                   933,027中間純利益

△ 70,887

中間連結会計期間中の
変動額合計

-                   -                   734,461

-                   -                   △ 19,818

△ 51,069

株主資本以外の項目
の中間連結会計期間中
の変動額（純額）

△ 70,887

平成18年9月30日　残高 4,651,750 4,759,500 8,405,686

-                   734,461 △ 19,818

18,552

4,651,750 4,759,500 9,097,916

為替換算
調整勘定

資本金

163,911

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

286,336

中間連結会計期間中の変動額

△ 112,686 18,396,479 122,425平成19年3月31日　残高

-                   

-                   △ 229,863△ 229,863

-                   

-                   -                   -                   

-                   -                   -                   -                   

-                   中間純利益 -                   -                   822,704 -                   -                   

-                   -                   

-                   822,704

9,690,758

株主資本合計

-                   

163,363 152,856

中間連結会計期間中の
変動額合計

-                   -                   592,841

-                   -                   △ 10,506

152,856592,841 △ 10,506

-                   

163,363

その他
有価証券
評価差額金

△ 112,686 18,989,321 111,918

7,671,225 17,180,91569,621△ 112,686 16,969,788 141,505

役員賞与

自己株式

-                   

△ 168,566

平成19年9月30日　残高 4,651,750

資本金

株主資本以外の項目の
中間連結会計期間中
の変動額（純額）

4,759,500

-                   

平成18年3月31日　残高 4,651,750 4,759,500

-                   -                   

-                   -                   

役員賞与 (注) -                   -                   

822,704

152,856

745,698

19,428,514

△ 229,863

-                   

17,844,489

△ 168,566

純資産合計

△ 30,000

663,573

933,027

△ 70,887

評価・換算差額等

評価・換
算差額等
合計

評価・換算差額等

その他
有価証券
評価差額金

140,238

-                   

-                   

資本剰余金

利益剰余金

株　主　資　本

△ 112,686 17,704,250

△ 30,000

-                   -                   

△ 168,566 -                   

439,192

-                   -                   

評価・換算差額等

211,126

327,274

△ 30,000

121,686

△ 51,069

-                   

△ 168,566

17,180,915

純資産合計

18,682,816

-                   

当期純利益 -                   -                   

資本剰余金

-                   -                   

剰余金の配当 (注)

連結会計年度中の変動額

1,625,257

-                   △ 30,000 -                   

-                   

△ 30,000 -                   

1,625,257

株主資本以外の項目
の連結会計年度中
の変動額（純額）

-                   -                   -                   

-                   -                   1,625,257 -                   

75,209

18,682,816

1,501,90094,289

94,289

286,336163,911

75,209

75,209△ 19,080

△ 19,080

122,425

-                   

1,426,691

18,396,479

剰余金の配当

△ 112,686

-                   

-                   
連結会計年度中の
変動額合計

-                   -                   1,426,691

平成19年3月31日　残高 4,651,750 4,759,500 9,097,916

資本剰余金 利益剰余金

株　主　資　本

為替換算
調整勘定

評価・換
算差額等
合計

利益剰余金
評価・換
算差額等
合計

株　主　資　本
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Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー

　１．税金等調整前中間（当期）純利益

　２．減価償却費

　３．貸倒引当金の減少額

　４．賞与引当金の増加額

　５．役員賞与引当金の増加額（又は減少額△）

　６．退職給付引当金の減少額△(又は増加額)

　７．役員退職慰労引当金の増加額

　８．受取利息及び受取配当金

　９．支払利息

１０．持分法による投資利益

１１．為替差損益

１２．投資有価証券評価損

１３．固定資産除売却損益

１４．売上債権の増加額△（又は減少額）

１５．たな卸資産の増加額

１６．仕入債務の増加額

１７．役員賞与の支払額

１８．その他

　　　小　　　計

１９．利息及び配当金の受取額

２０．利息の支払額

２１．法人税等の支払額

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　１．定期預金の預入による支出

　２．定期預金の減少による収入

　３．有形固定資産の取得による支出

　４．有形固定資産の売却による収入

　５．関係会社設立による支出

　６．関係会社増資による支出

　７．貸付金の回収による収入

　８．賃貸用不動産の取得による支出

　９．その他

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　１．ファイナンス・リース債務の返済による支出

　２．配当金の支払額

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加額

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高

Ⅶ　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 30,000

－ △ 273,000

5,742,561 6,661,369 5,742,561

－ 33,194 155,540

－ － 54,445

△ 11,742 △ 13,223 △ 21,293

51,960

△ 407 － △ 407

△ 168,539

△ 168,231

△ 58,170

△ 229,652 △ 168,638

909,474 918,8081,331,466

△ 284,024 △ 469,408

175,509 96,345

△ 229,652

△ 8,776

△ 38,000－

－ 100,000－

△ 9,576

△ 53,243

7,018 14,542 20,520

△ 26,771

△ 187,446 △ 109,901 △ 465,407

262,205 918 265,254

1,584,947 1,247,641 1,460,509

△ 100,000 － △ 100,000

△ 8,549

△ 3,725 △ 4,154 △ 6,189

△ 550,718 △ 951,997 △ 1,013,900

2,053,955 2,102,295 2,297,771

85,436 101,497 182,827

△ 30,000 － △ 30,000

△ 93,338 △ 141,157 6,575

△ 334,808 △ 874,854

1,115,927 733,302 250,712

△ 394,182

10,593

△ 342,796 322,287 △ 310,812

△ 181,679

3,725 4,154 6,189

28,389

△ 5,020 △ 8,885 35,654

15,000

5,613 2,313

45,000

△ 115,438

△ 83,208

450,315

△ 693 △ 1,194 △ 5,451

△ 23,700

△ 168,132

)

1,600,223 1,579,697

(

－

△ 190,532

△ 99,063

5,650 5,192

2,793,887

( )
自 平成19年4月  1日

　 　   科　　　目
至 平成18年9月30日 至 平成19年9月30日 至 平成19年3月31日

金　　　　　　　　　　額 金　　　　　　　　　　額 金　　　　　　　　　　額

(
自 平成18年4月  1日

)

7,074,027 7,570,844 6,661,369

△ 126,762

  （４） 中間連結キャッシュ・フロー計算書
（単位：千円）

                                                    期　　　別 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間
前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

自 平成18年4月  1日

216,838 234,718
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(５) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　　5社

連結子会社名

台湾三桂股有限公司、株式会社ケイアイピー、ＫＩＰ Ａｍｅｒｉｃａ,Ｉｎｃ.、ＫＩＰ Ｅｕｒｏｐｅ Ｓ.Ａ.、ＫＩＰ ＵＫ Ｌｔｄ．

非連結子会社の名称等

非連結子会社 …………桂新電機株式会社、ＫＩＰ ＢＵＳＩＮＥＳＳ ＳＯＬＵＴＩＯＮ ＫＯＲＥＡ ＬTD．

（連結の範囲から除いた理由）

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数　　1社

持分法適用会社名 …………ＫＩＰ （ＨＯＮＧ ＫＯＮＧ） ＬＴＤ．

持分法を適用していない非連結子会社

名　　　　　　称 …………桂新電機株式会社、ＫＩＰ ＢＵＳＩＮＥＳＳ ＳＯＬＵＴＩＯＮ ＫＯＲＥＡ ＬTD．

持分法を適用していない関連会社

名　　　　　　称 …………ＫＩＰ　Ｄｅｕｔｓｃｈｌａｎｄ ＧｍｂＨ.

　（持分法を適用しない理由）

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項

４．会計処理基準に関する事項

重要な資産の評価基準及び評価方法

（イ）

時価のあるもの ………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの ………………移動平均法による原価法

（ロ） デリバティブ ……………時価法

（ハ）

商品…………………最終仕入法による原価法

製品…………………主として先入先出法による原価法

(在外連結子会社のうち２社は先入先出法による低価法､１社は総平均法による低価法)

仕掛品………………

原材料

補修用部品を除く原材料 ………

補修用部品 ……………………

貯蔵品………………

(1)

有価証券

先入先出法による原価法

たな卸資産

その他有価証券

(1)

(2)

（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲

(1)

非連結子会社は小規模であり、その総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

から除外しております。

連結子会社である株式会社ケイアイピーの中間決算日は、中間連結決算日と一致しております。また、在外連結

(2)

(3)

持分法非適用会社は、その中間純損益の持分相当額及び利益剰余金の持分相当額の中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の範囲から除外しております。

総平均法による原価法

最終仕入法による原価法

最終仕入法による原価法

子会社4社（台湾三桂股有限公司、ＫＩＰ Ａｍｅｒｉｃａ,Ｉｎｃ.、ＫＩＰ Ｅｕｒｏｐｅ Ｓ.Ａ.、ＫＩＰ ＵＫ Ｌｔｄ.）の中間決算日は

6月30日であります。中間連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結

決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行っております。
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重要な減価償却資産の減価償却の方法

（イ）

建物 (建物附属設備は除く)

平成10年3月31日以前に取得したもの ……旧定率法によっております。

平成10年4月1日から平成19年3月31日までに取得したもの ……旧定額法によっております。

平成19年4月1日以降に取得したもの ……定額法によっております。

建物以外

平成19年3月31日以前に取得したもの ……旧定率法によっております。

平成19年4月1日以降に取得したもの ……定率法によっております。

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具器具備品

(会計方針の変更)

(追加情報)

（ロ） 

（ハ）

重要な引当金の計上基準

（イ） 

（ロ）

（ハ）

（ニ）

役員退職慰労引当金

(追加情報)

損益に与える影響は軽微であります。また、セグメント情報に与える影響については、当該箇所に記載して

お り ます。

前中間連結会計期間の営業利益、経常利益はそれぞれ35,774千円、税金等調整前中間純利益は142,640千円

退職慰労金内規」に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。

従って前中間連結会計期間は従来の方法によっており、当中間連結会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、

計上しております。また、在外連結子会社は個別に必要と認めた金額を計上しております。

賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に負担すべき額を計上して

退職給付引当金

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌

多く計上されております。

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

役員退職慰労引当金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、前連結会計年度の下期より「役員

当社及び連結子会社の一部は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

当社及び国内連結子会社は、売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

役員賞与の支出に充てるため、当連結会計年度における支給見込額のうち、当中間連結会計期間に

おり ます。

負担すべき額を計上しております。

役員賞与引当金

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

②

①

②

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

① 8年～50年

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認め

③

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年3月30日 法律第6号)及び(法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19年3月30日 政令第83号))に伴い、当中間連結会計期間から、平成19年4月1日

貸倒引当金

が終了した翌年から 5年間で均等償却する方法によっております。

以降に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。なお、当該変更に伴う

られる額を計上しております。なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員

当中間連結会計期間から、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

ソフトウェアについては､見込み販売数量に基づき償却しております。

連結会計年度から費用処理しております。

（ホ）

無形固定資産

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法、市場販売目的の

(3)

賃貸用不動産

定率法を採用しており、主な耐用年数は50年であります。

(2)

有形固定資産

11年～15年

2年～  6年

①

②

③
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重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算の基準

重要なリース取引の処理方法

重要なヘッジ会計の方法

（イ） ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建売上債権について振当処理を行っております。

（ロ） ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ………為替予約取引

ヘッジ対象 ………外貨建売上債権

（ハ）ヘッジ方針

為替変動リスクに備え相場変動を相殺する目的でヘッジ取引を行っております。

（ニ） ヘッジ有効性の評価方法

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

②

同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約に限定しているため、その後の為替相場の

処理しております。ただし、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務は、当該為替

き出 し可能な預金及び容易に換金可能であ り 、 かつ 、 価値の変動について僅少な リ ス ク し か負

予約相場により円貨に換算しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、在外子会社の中間決算

日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用はそれぞれの期中平均相場により円貨に換算し、

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

わない取得日から３ケ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(4)

(7)

中間連結キャッシュ ・ フ ロー計算書における資金 （現金及び現金同等物 ） は 、 手許現金 、随時引

換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

変動による相関関係は確保されております。

(6)

① 

(5)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ リース取引については、
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(６) 中間連結財務諸表に関する注記事項
（中間連結貸借対照表関係）

（平成18年9月30日現在） （平成19年9月30日現在） （平成19年3月31日現在）
※１．

千円 千円 千円
千円 千円 千円

２． 千円 千円 千円

※３． 中間連結会計期間末日満期手形 中間連結会計期間末日満期手形 期末日満期手形の会計処理につ

の会計処理については、満期日に の会計処理については、満期日に いては、満期日に決済が行われ

決済が行われたものとして処理して 決済が行われたものとして処理して たものとして処理しております。

おります。当中間連結会計期間末 おります。当中間連結会計期間末 当連結会計期間末日の満期手形

日の満期手形は次のとおりであり 日の満期手形は次のとおりであり は次のとおりであります。

ます。 ます。

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

（中間連結損益計算書関係）

※１．固定資産売却益の主な内訳
千円 千円 千円
千円 千円 千円

※２．固定資産売却損の主な内訳
千円 千円 千円
千円 千円 千円

※３．固定資産除却損の主な内訳
千円 千円 千円
千円 千円 千円

396,115

2,919

機械装置及び運搬具

受 取 手 形

53,758
支 払 手 形

受 取 手 形

129,923
支 払 手 形

30,930

552,061

29,353

)

受 取 手 形

支 払 手 形

─ 41 407
─

5,991 5,546

10,140

619,704

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 前連結会計年度

土 地 10,518

機械装置及び運搬具 103 ─ 168

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

固定資産の減価償却累計額
有 形 固 定 資 産 4,329,452 4,141,315 4,414,821
投資その他の資産（賃貸用不動産） 306,126 328,795 313,605

輸 出 手 形 割 引 高 2,889 ─ ─

( 自平成18年4月  1日 ) (至平成18年9月30日 至平成19年9月30日 至平成19年3月31日
自平成19年4月  1日 ) ( 自平成18年4月  1日

5,046 840 5,046
機械装置及び運搬具 ─ ─ 774

中間連結会計期間末日満期手形

工 具 器 具 備 品 75

27,673

工 具 器 具 備 品

設備関係支払手形 設備関係支払手形 設備関係支払手形



桂川電機株式会社 (6416) 平成20年3月期中間決算短信

(中間連結株主資本等変動計算書関係)
前中間連結会計期間　(自 平成18年4月1日    至 平成18年9月30日)
発行済株式及び自己株式に関する事項

配当に関する事項

当中間連結会計期間　(自 平成19年4月1日    至 平成19年9月30日)
発行済株式及び自己株式に関する事項

配当に関する事項

前連結会計年度　(自 平成18年4月1日    至 平成19年3月31日)
発行済株式及び自己株式に関する事項

配当に関する事項

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）
現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結(連結)貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

平成19年3月31日 平成19年6月29日

配当の原資

利益剰余金

配当金の総額（千円）

229,863
平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式

決議 株式の種類 1株当たり配当額（円） 基準日

15

効力発生日

)

6,661,369

△ 100,000 ─ ─

至平成19年9月30日 至平成19年3月31日
自平成19年4月  1日 )

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度末

前連結会計年度末 増加 減少

預入期間が3ヶ月を超える定期預金

( 自平成18年4月  1日 ) (至平成18年9月30日 ( 自平成18年4月  1日
7,174,027 7,570,844 6,661,369現 金 及 び 預 金 勘 定

7,074,027 7,570,844現 金 及 び 現 金 同 等 物

普通株式　(株) 200,800 ― ―
自己株式

普通株式　(株) 15,525,000 ― ―
発行済株式

普通株式 168,566
平成18年6月29日
定時株主総会

当連結会計年度末

200,800

決議

15,525,000

株式の種類

株式の種類 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円） 基準日 効力発生日

11 平成18年3月31日 平成18年6月29日

当中間連結会計期間末株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少

普通株式　(株) 15,525,000 ― ― 15,525,000
発行済株式

自己株式

普通株式　(株) 200,800 ― ―

配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円）

200,800

基準日 効力発生日

平成18年6月29日
定時株主総会

普通株式 168,566 11 平成18年3月31日 平成18年6月29日

決議 株式の種類

当中間連結会計期間末

発行済株式

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少

普通株式　(株) 15,525,000 ― ―
自己株式

普通株式　(株) 200,800 ― ―

決議 株式の種類 配当金の総額（千円） 1株当たり配当額（円）

平成19年6月28日
定時株主総会

普通株式 229,863 15 平成19年3月31日 平成19年6月29日

200,800

基準日 効力発生日

15,525,000
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

前中間連結会計期間（平成18年4月1日～平成18年9月30日）､当中間連結会計期間（平成19年4月1日～平成19年9月30日）及び

前連結会計年度（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

複写機の製造販売の売上高及び営業利益の金額が、それぞれ、全セグメントの売上高合計及び営業利益合計の金額の90％超であり、

その他の事業には重要性がないため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報 （単位：千円）

期間 自
至

 科目

売上高

外部顧客に対する売上高

△

（単位：千円）

期間 自
至

 科目

売上高

外部顧客に対する売上高

（単位：千円）

期間 自
至

 科目

売上高

外部顧客に対する売上高

△

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

（１）  北       米 … アメリカ

（２）  ヨーロッパ   … フランス ・ イギリス

（３）  ア  ジ  ア … 台湾

３．

４．会計方針の変更

５．

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成18年9月30日

消去又は全社

前 中 間 連 結 会 計 期 間 (
日  本 北米 ヨーロッパ アジア

平成18年4月 1日
)

連結

(1) 3,160,310 6,349,750 1,292,502 14,525 10,817,088 －

計

2,640,703 7,154,727 (7,154,727)
セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,311,890 202,011

10,817,088

－122

2,655,229 17,971,816 (7,154,727) 10,817,088

(2)

2,675,187 16,277,988 (6,882,850)

計 7,472,200 6,551,761 1,292,624

営 業 費 用 6,462,724 9,395,138

1,421,950営 業 利 益 1,009,476 658,611

5,893,149 1,246,927

45,697

平成19年4月 1日
)

19,957  1,693,827 (271,877)

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成19年9月30日

日  本 北米 ヨーロッパ アジア 計 消去又は全社

当 中 間 連 結 会 計 期 間 (
連結

(1) 2,275,871 6,525,982 1,518,799 22,162 10,342,815 － 10,342,815

2,947,778 8,093,142 (8,093,142)(2)
セグメント間の内部売上高
又は振替高

4,845,749 298,163 －

計 7,121,620 6,824,146 1,520,249 2,969,940 18,435,957 (8,093,142) 10,342,815

1,450

営 業 費 用 6,315,663 5,931,919 1,456,238 2,962,107 16,665,928 (7,698,640) 8,967,288

1,375,527営 業 利 益 805,957 892,227 64,011

平成18年4月 1日
)

1,770,029 (394,501)7,832

ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成19年3月31日

日  本 北米 ヨーロッパ アジア 計 消去又は全社

前 連 結 会 計 年 度 (
連結

(1) 6,289,611 11,780,282 2,734,823 44,441 20,849,159 － 20,849,159

5,418,208 14,457,851 (14,457,851)(2)
セグメント間の内部売上高
又は振替高

8,601,892 437,702 －

計 14,891,504 12,217,984 2,734,871 5,462,650 35,307,011 (14,457,851) 20,849,159

48

18,228,653営 業 費 用 12,725,806 10,997,279 2,604,368 5,494,609 31,822,063 (13,593,409)

3,484,948 (864,441) 2,620,506

前中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用310,298千円の主なものは、親会社

130,502    営 業 利 益 2,165,698 1,220,705 31,959  

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

当中間連結会計期間における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用366,970千円の主なものは、親会社

本社の総務部門等管理部門に係る費用であります。

前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用675,926千円の主なものは、親会社本社

の総務部門等管理部門に係る費用であります。

△は営業損失を示しております。

った場合に比べて、「日本」の営業費用、営業利益に与える影響は軽微であります。

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」 4.会計処理基準に関する事項  (2)重要な減価償却資産の減価償却の方

法に記載のとおり、親会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より、平成19年4月1日以降に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によ
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３．海外売上高 （単位：千円）

期間 自
至

 科目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

（単位：千円）

期間 自
至

 科目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

（単位：千円）

期間 自
至

 科目

Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

（注）１.国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２．各区分に属する主な国又は地域

（１）  北       米 … アメリカ

（２）  ヨーロッパ   … フランス他

（３）  そ  の  他 … 中国・オーストラリア他

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前 中 間 連 結 会 計 期 間 ( 平成18年4月 1日

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成18年9月30日
)

計

海 外 売 上 高 6,548,339 1,598,976 714,871 8,862,187

北 米 ヨーロッパ そ の 他

連 結 売 上 高 10,817,088
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 60.5% 14.8% 6.6% 81.9%

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成19年9月30日

北 米 ヨーロッパ そ の 他

当 中 間 連 結 会 計 期 間 ( 平成19年4月 1日 )
計

海 外 売 上 高 6,238,223 1,572,231 881,429 8,691,884

連 結 売 上 高 10,342,815
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 60.3% 15.2% 8.5% 84.0%

 ｾｸﾞﾒﾝﾄ 平成19年3月31日

北 米 ヨーロッパ そ の 他

前 連 結 会 計 年 度 ( 平成18年4月 1日 )
計

海 外 売 上 高 12,540,134 3,030,820 1,584,652 17,155,607

連 結 売 上 高 20,849,159
連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合 60.1% 14.5% 7.7% 82.3%
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（1株当たり情報）

（自 　 平成18年4月 1日 （自 　 平成19年4月 1日 （自 　 平成18年4月 1日

 至　  平成18年9月30日）  至　  平成19年9月30日）  至　  平成19年3月31日）

1株当たり純資産額 円 銭 1株当たり純資産額 円 銭 1株当たり純資産額 円 銭

1株当たり中間純利益 円 銭 1株当たり中間純利益 円 銭 1株当たり中間純利益 円 銭

（注）算定上の基礎は、以下のとおりであります。

１． １株当たり純資産額

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額 （千円）

普通株主に係る純資産額 （千円）

普通株式の発行済株式数 （千株）

普通株式の自己株式数 （千株）

1株当たり純資産額の算定に用いられた

普通株式の数

２． １株当たり中間(当期)純利益

項　　　　　　 　　目 （自 　 平成18年4月 1日 （自 　 平成19年4月 1日 （自 　 平成18年4月 1日

 至　  平成18年9月30日）  至　  平成19年9月30日）  至　  平成19年3月31日）

中間連結損益計算書上の中間(当期)純利益 （千円）

普通株主に帰属しない金額 （千円）

（うち利益処分による役員賞与金） （千円）

普通株式に係る中間(当期)純利益 （千円）

普通株式の期中平均株式数 （千株）

(開示の省略)

おります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

15,324 15,324

リース取引関係､有価証券関係、デリバティブ取引関係に関する注記事項については、開示を省略して

1,625,257

15,324

(  －  ) (  －  )

933,027 822,704

－ －

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

933,027 822,704

15,324 15,324

200 200

19,428,514

17,844,489 19,428,514

15,525 15,525

前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利
益については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利
益については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

なお、潜在株式調整後1株当たり中間純利
益については、潜在株式が存在しないため
記載しておりません。

前連結会計年度末
項　　　　　　 　　目

前 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度当 中 間 連 結 会 計 期 間

89 106 0660

46 1,219 171,164 1,267 83

53 69

前連結会計年度

1,625,257

－

(  －  )

（千株）

(平成18年9月30日）  (平成19年9月30日） (平成19年3月31日）

18,682,816

18,682,816

15,525

15,324

200

17,844,489
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５. 中間個別財務諸表

金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

 資 産 の 部 ％ ％ ％

Ⅰ   流  動  資  産

現 金 及 び 預 金 2,347,665 2,123,572 1,902,789

受 取 手 形 115,908 193,217 251,516

売 掛 金 5,357,925 4,615,154 5,252,038

有 価 証 券 344,248 345,304 344,679

た な 卸 資 産 1,741,341 1,662,483 2,015,489

繰 延 税 金 資 産 110,419 142,481 123,725

未 収 入 金 2,302,565 2,041,022 1,708,768

そ の 他 104,789 156,511 76,596

流 動 資 産 合 計 12,424,864 60.2 11,279,748 56.7 11,675,603 58.0

Ⅱ   固  定  資  産

     （１）有 形 固 定 資 産

建 物 488,198 492,488 483,768

工 具 器 具 備 品 214,838 194,792 224,588

そ の 他 545,132 566,469 549,802

有形固定資産合計 1,248,169 6.0 1,253,750 6.3 1,258,159 6.2

     （２）無 形 固 定 資 産 14,506 0.1 11,741 0.1 11,471 0.1

     （３）投資その他の資産

投 資 有 価 証 券 4,401,929 4,294,026 4,348,725

関 係 会 社 株 式 1,959,181 2,050,425 1,997,181

賃 貸 用 不 動 産 217,488 594,581 210,009

建 設 仮 勘 定 ― ― 273,000

繰 延 税 金 資 産 60,342 114,793 78,539

そ の 他 596,104 566,236 566,170

貸 倒 引 当 金 △ 1,400 △ 1,400 △ 1,400

投 資 損 失 引 当 金 △ 282,639 △ 282,639 △ 282,639

投資その他の資産合計 6,951,007 33.7 7,336,024 36.9 7,189,587 35.7

固 定 資 産 合 計 8,213,683 39.8 8,601,516 43.3 8,459,218 42.0

20,638,548 100.0 19,881,264 100.0 20,134,822 100.0

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

(平成19年3月31日)

       （単位 ： 千円）

(平成19年9月30日)(平成18年9月30日)

当中間会計期間末

資    産    合    計

　　　　　　　　　　　　　　　期        別

  科        目

前 事 業 年 度 の
要約貸借対照表前中間会計期間末

(1) 比較中間貸借対照表
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金    額 構成比 金    額 構成比 金    額 構成比

 負 債 の 部 ％ ％ ％

Ⅰ 

2,333,654 1,260,576 1,302,460

1,603,107 1,364,672 1,358,576

348,301 274,254 560,413

161,947 183,230 173,735

15,000 21,300 45,000

11,442 31,284 7,770

42,915 32,241 34,813

207,134 227,048 260,158

4,723,503 22.9 3,394,607 17.1 3,742,927 18.6

Ⅱ

211,580 198,564 206,149

― 156,380 155,540

101,642 101,642 101,642

313,222 1.5 456,586 2.3 463,331 2.3

5,036,725 24.4 3,851,193 19.4 4,206,258 20.9

 純 資 産 の 部

Ⅰ 

4,651,750 22.5 4,651,750 23.4 4,651,750 23.1

4,759,500 4,759,500 4,759,500

4,759,500 23.0 4,759,500 23.9 4,759,500 23.6

312,000 312,000 312,000

32,961 30,827 31,477

5,050,000 5,550,000 5,050,000

786,611 726,761 1,114,097

6,181,572 30.0 6,619,588 33.3 6,507,574 32.3

△ 112,686 △ 0.5 △ 112,686 △ 0.6 △ 112,686 △ 0.5

15,480,136 75.0 15,918,152 80.0 15,806,138 78.5

Ⅱ 

121,686 111,918 122,425

121,686 0.6 111,918 0.6 122,425 0.6

15,601,822 75.6 16,030,071 80.6 15,928,563 79.1

20,638,548 100.0 19,881,264 100.0 20,134,822 100.0

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 利 益 剰 余 金

       （単位 ： 千円）

当中間会計期間末前中間会計期間末
(平成18年9月30日)

流 動 負 債 合 計

役 員 賞 与 引 当 金

預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

  科        目

　　　　　　　　　　　　　　　　　期        別
要約貸借対照表

(平成19年9月30日) (平成19年3月31日)

前 事 業 年 度 の

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

流 動 負 債

支 払 手 形

負　債  純　資　産　合　計

株 主 資 本 合 計

そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

純　　資　　産　　合    計

評価・換算差額等

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金 合 計

自 己 株 式

株 主 資 本

建物圧縮記帳積立金

別 途 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

役員退職慰労引当金

固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

賞 与 引 当 金

設備関係支払手形

設 備 関 係 未 払 金
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Ⅰ 7,040,590 6,692,780 13,967,339

Ⅱ 5,875,694 5,663,597 11,498,505

売 上 総 利 益 1,164,895 1,029,182 2,468,834

Ⅲ 467,132 513,970 985,149

営 業 利 益 697,763 515,211 1,483,685

Ⅳ 128,162 110,472 267,879

Ⅴ 19,613 28,936 43,436

経 常 利 益 806,312 596,748 1,708,128

Ⅵ 5,046 840 5,821

Ⅶ 156 5,996 201,505

337,312 260,532 744,557

△ 4,177 △ 10,817 △ 36,182

478,067 341,877 804,070

   (2) 比較中間損益計算書
  （単位 ： 千円）

　　　　　　　　　　　　　　　期        別
前 事 業 年 度 の

前 中 間 会 計 期 間 当 中 間 会 計 期 間 要 約 損 益 計 算 書

(
自 平成 18 年 4 月 1 日

) (
自 平成 19 年 4 月 1 日

) (
自 平成 18 年 4 月 1 日

)
　科        目

至 平 成 18 年 9 月 30 日 至 平 成 19 年 9 月 30 日 至 平 成 19 年 3 月 31 日

金    額 百分比 金    額 百分比 金    額 百分比

％ ％ ％

売 上 高 100.0 100.0 100.0

売 上 原 価 83.5 84.6 82.3

16.5 15.4 17.7

販売費及び一般管理費 6.6 7.7 7.1

9.9 7.7 10.6

営 業 外 収 益 1.8 1.7 1.9

営 業 外 費 用 0.3 0.4 0.3

11.4 9.0 12.2

8.9

特 別 利 益 0.1 0.0 0.0

1,512,444 10.8

特 別 損 失 0.0 0.1 1.4

税引前中間(当期)純利益 811,202 11.5 591,592

法人税､住民税及び事業税 4.8 3.9 5.3

法 人 税 等 調 整 額 △ 0.1 △ 0.1 △ 0.3

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 6.8 5.1 5.8

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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中間株主資本等変動計算書

前中間会計期間　(自　平成18年4月1日　　至　平成18年9月30日) （単位 ： 千円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当中間会計期間　(自　平成19年4月1日　　至　平成19年9月30日) （単位 ： 千円）

前事業年度　(自　平成18年4月1日　　至　平成19年3月31日) （単位 ： 千円）

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。

-                   -                   -                   -                   -                   -                   -                   -                   -                   -                   役員賞与 -                   

項　　目

項　　目

122,425 15,928,5636,507,574 △ 112,686 15,806,138 122,425

△ 19,080 586,423

平成19年3月31日　残高 4,651,750 4,759,500 4,759,500 312,000 31,477 5,050,000 1,114,097

605,503 -                   605,503 △ 19,080

△ 19,080 △ 19,080

事業年度の
変動額合計

-                   -                   -                   -                   △ 3,036 400,000 208,540

-                   -                   -                   △ 19,080

-                   804,070

株主資本以外の項目
の事業年度中
の変動額（純額）

-                   -                   -                   -                   -                   -                   -                   

804,070 -                   804,070 -                   -                   -                   -                   804,070当期純利益 -                   -                   -                   

△ 30,000 -                   -                   △ 30,000-                   △ 30,000 △ 30,000 -                   

-                   -                   △ 168,566

役員賞与 (注) -                   -                   -                   -                   -                   

△ 168,566 △ 168,566 -                   △ 168,566

-                   -                   -                   

剰余金の配当 (注) -                   -                   -                   -                   -                   

△ 400,000 -                   -                   -                   

-                   -                   -                   

別途積立金の積立 (注) -                   -                   -                   -                   -                   

1,553 -                   -                   -                   
建物圧縮記帳
積立金の取崩額

(注) -                   -                   -                   -                   △ 1,553 -                   

141,505 15,342,139

事業年度中の変動額

5,902,071 △ 112,686 15,200,634 141,505

繰越利益剰余金

平成18年3月31日　残高 4,651,750 4,759,500 4,759,500 312,000 34,514 4,650,000 905,556

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等
合計

資本金
資本準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計建物圧縮

記帳積立金
別途積立金

121,686 121,686 15,601,822

株　主　資　本 評価・換算差額等

純資産合計
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計

786,611 6,181,572 △ 112,686 15,480,136

△ 19,818 △ 19,818 259,682

平成18年9月30日　残高 4,651,750 4,759,500 4,759,500 312,000 32,961 5,050,000

△ 118,945 279,501 -                   279,501

△ 19,818 △ 19,818 △ 19,818

中間会計期間中の
変動額合計

-                   -                   -                   -                   △ 1,553 400,000

-                   -                   -                   -                   

-                   -                   478,067

株主資本以外の項目
の中間会計期間中
の変動額（純額）

-                   -                   -                   -                   -                   -                   

478,067 478,067 -                   478,067

-                   -                   △ 30,000

中間純利益 -                   -                   -                   -                   -                   -                   

△ 30,000 △ 30,000 -                   △ 30,000

-                   △ 168,566

役員賞与 (注) -                   -                   -                   -                   -                   -                   

△ 168,566 -                   △ 168,566 -                   

-                   

剰余金の配当 (注) -                   -                   -                   -                   -                   -                   △ 168,566

-                   -                   -                   -                   

-                   -                   -                   

-                   -                   -                   -                   400,000 △ 400,000 -                   

1,553 -                   -                   -                   -                   -                   △ 1,553 -                   
建物圧縮記帳
積立金の取崩額

(注) -                   -                   

15,342,139

中間会計期間中の変動額

16,030,071312,000 30,827 5,550,000 726,761 △ 112,686 15,918,152 111,918 111,9186,619,588

-                   △ 650 500,000 -                   101,507112,014 △ 10,506 △ 10,506

△ 10,506-                   -                   -                   -                   △ 10,506△ 10,506

341,877-                   -                   

-                   -                   

-                   

15,928,563122,425

-                   

122,425

-                   -                   

評価・換算
差額等
合計

△ 229,863-                   -                   

-                   

500,000

4,759,500 4,759,500

-                   -                   

400,000

-                   

-                   △ 229,863-                   

△ 500,000-                   

-                   

-                   

-                   

-                   

△ 229,863

△ 387,335 112,014

-                   

-                   

-                   -                   -                   

-                   

-                   

-                   △ 229,863

-                   

-                   

別途積立金

-                   △ 650

-                   

-                   

6,507,574

-                   

その他
有価証券
評価差額金

-                   

-                   341,877-                   341,877 341,877

-                   -                   

純資産合計

15,806,138

評価・換算差額等

-                   -                   

△ 112,686312,000 31,477 1,114,0974,651,750 4,759,500 4,759,500

資本金

株　主　資　本

自己株式 株主資本合計
利益
準備金

繰越利益剰余金
建物圧縮
記帳積立金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

中間会計期間中の変動額

株　主　資　本

資 本 剰 余 金

-                   -                   

5,050,000

650                -                   

平成19年3月31日　残高

資本剰余金
合計

利益
準備金

4,759,500 312,000

資本金
資本準備金

平成18年3月31日　残高

-                   

純資産合計
利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計建物圧縮

記帳積立金
別途積立金

評価・換算差額等

繰越利益剰余金

34,514 4,650,000 905,556 5,902,071 △ 112,686 15,200,634 141,505 141,5054,651,750 4,759,500

項　　目

-                   

-                   

株主資本以外の項目
の中間会計期間中
の変動額（純額）

-                   

別途積立金の積立 (注) -                   

-                   

-                   

中間純利益

建物圧縮記帳
積立金の取崩額

4,651,750

-                   
中間会計期間中の
変動額合計

平成19年9月30日　残高

利 益 剰 余 金

資本準備金
資本剰余金
合計

資 本 剰 余 金

-                   -                   

(3)

-                   -                   △ 1,483 -                   

剰余金の配当

別途積立金の積立

建物圧縮記帳
積立金の取崩額

-                   1,483 -                   -                   -                   -                   -                   
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
資産の評価基準及び評価方法

有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの ………………中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの ………………移動平均法による原価法

デリバティブ ……………………………時価法

たな卸資産

製 品 ･ 仕 掛 品 …………………先入先出法による原価法

原材料

補修用部品を除く原材料 ……総平均法による原価法

補修用部品 …………………最終仕入法による原価法

貯蔵品……………………………最終仕入法による原価法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

建物(建物附属設備は除く)

平成10年3月31日以前に取得したもの ……旧定率法によっております。

平成10年4月1日から平成19年3月31日までに取得したもの ……旧定額法によっております。

平成19年4月1日以降に取得したもの ……定額法によっております。

建物以外

平成19年3月31日以前に取得したもの ……旧定率法によっております。

平成19年4月1日以降に取得したもの ……定率法によっております。

建物

工具器具備品

(会計方針の変更)

(追加情報)

無形固定資産

一部を改正する政令 平成19年3月30日 政令第83号))に伴い、当中間会計期間から、平成19年4月1日以降

当中間会計期間から、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却可能限度額まで償却が終了

に取得したものについては、改正後の法人税法に基づく方法に変更しております。なお、当該変更に伴う損益

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法、市場販売目的のソフト

定率法を採用しており、主な耐用年数は38年から50年であります。

②

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正する法律 平成19年3月30日 法律第6号)及び(法人税法施行令の

8年～50年

2年～  6年

①

１．

(1)

②

(2)

① 

② 

(3)

①

③

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

(1)

２．

①

②

③

①

②

ウェアについては､見込み販売数量に基づき償却しております。

賃 貸 用 不 動 産(3)

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。

に与える影響は軽微であります。

した翌年から5年間で均等償却する方法によっております。

(2)



桂川電機株式会社 (6416) 平成20年3月期中間決算短信

引当金の計上基準

役員退職慰労引当金

(追加情報)

外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

リース取引の処理方法

ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法

為替予約が付されている外貨建売上債権について振当処理を行っております。

ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 ……… 為替予約取引

ヘッジ対象 ……… 外貨建売上債権

為替変動リスクに備え相場変動を相殺する目的でヘッジ取引を行っております。

ヘッジ有効性の評価方法

その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

賞 与 引 当 金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間に負担すべき額を計上しております。

発生の翌事業年度から費用処理しております。

生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

(5)

期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、数理計算上の差異は、各事業年度の発

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計

(4)

退職給付引当金

役員賞与の支出に充てるため、当事業年度における支給見込額のうち、当中間会計期間に負担すべき額を計上

しております。

役員賞与引当金

(3)

(4)

(3)

①

７．

ヘッジ方針

②

相関関係は確保されております。

同一通貨建てによる同一金額で同一期日の為替予約に限定しているため、その後の為替相場の変動による

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．

(2)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

６．

(1)

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

に換算しております。

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

(6)

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

役員退職慰労引当金は、従来、支出時の費用として処理しておりましたが、前事業年度の下期より「役員退職慰労

従って前中間会計期間は従来の方法によっており、当中間会計期間と同一の方法を採用した場合と比べ、前中間

会計期間の営業利益、経常利益は6,450千円、税引前中間純利益は142,640千円多く計上されております。

４．

ます。ただし、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務は、当該為替予約相場により円貨

金内規」に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更しております。

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

貸 倒 引 当 金

３．

(1)

子会社等への投資損失に備えるため、当該子会社等の財政状態等を勘案し、その必要額を計上しております。

投資損失引当金(2)

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。




